
１ 予算編成の考え方

２

＊参考：一般会計予算規模の推移（当初予算比較） （単位：千円・％）

令和２年度当初予算（案）の概要＜速報＞

　

令和２年度は、第２次総合振興計画や、計画の初年度となる第２期総合戦略（案）に

掲げられた目標の早期の達成と、市長政策提言の確実な実現のために必要な施策に対し

重点配分する方針で編成した。

一般会計について、ラグビーワールドカップ２０１９™関連事業が約３２億７千万円

の皆減、低所得者・子育て世帯プレミアム付商品券発行事業が約１１億８千万円の皆減

など、大規模事業が終了した一方で、増加の一途をたどる社会保障関連施策への対応を

はじめ、第２期総合戦略（案）に係る施策、公共施設アセットマネジメント計画に基づ

く事業、災害対策、市民生活に直結する事業など、直面する行政課題に取り組むため、

予算規模を対前年度比２５億円の減に止めた積極的な予算編成としたものである。ま

た、小・中学校大規模改造事業及びトイレ整備事業について、早期着手及び財源確保の

ため、約１６億１千万円を令和元年度３月補正予算へ前倒し計上を予定しており、令和

２年度の実質的な予算規模はさらに大きなものとなる。

歳入について、市税は、固定資産税（家屋）が増加する一方で、税制改正に伴い法人

住民税が約１０億６千万円の減少となり、全体として約８億４千万円の減少を見込ん

だ。限られた財源の中、引き続き、堅実な財政運営を行っていく必要がある。

歳出について、第２期総合戦略（案）の推進を図るため、就業機会の創出、転入・定

住促進及び結婚・出産子育て支援の関連経費に積極的な予算措置を行った。また、昨年

の台風第１９号の対応等を踏まえた災害対策に必要な経費や、公共施設アセットマネジ

メント計画に基づいた機能集約及び修繕経費に十分な予算措置を行った。

予算規模
（単位：千円・％）

区 分
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率

① ② ③ ④ = ③ - ② ⑤ = ④ / ② × 100

一般会計 64,300,000 66,500,000 64,000,000 △ 2,500,000 △ 3.76

特別会計
（H30年度7会計、
R1年度～6会計）

28,630,000 24,160,000 23,368,000 △ 792,000 △ 3.28

一般会計･特別会計
計 92,930,000 90,660,000 87,368,000 △ 3,292,000 △ 3.63

水道事業 7,475,000 7,037,000 8,156,000 1,119,000 15.90

下水道事業 0 6,037,000 6,192,000 155,000 2.57

総　計 100,405,000 103,734,000 101,716,000 △ 2,018,000 △ 1.95

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

予算額 63,600,000 64,300,000 64,300,000 66,500,000 64,000,000

増減率 △ 1.55 1.10 0.00 3.42 △ 3.76
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３　一般会計歳入歳出予算款別比較表

　（１） 歳 　入

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

１ 市 税 29,122,892 45.50 29,958,342 45.05 △ 835,450 △ 2.79

2 地 方 譲 与 税 566,297 0.88 580,000 0.87 △ 13,703 △ 2.36

3 利 子 割 交 付 金 20,000 0.03 20,000 0.03 0 0.00

4 配 当 割 交 付 金 80,000 0.13 80,000 0.12 0 0.00

5 株式等譲渡所得割交付金 50,000 0.08 50,000 0.08 0 0.00

6 法 人 事 業 税 交 付 金 240,000 0.37 0 0.00 240,000 皆増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,500,000 7.03 3,250,000 4.89 1,250,000 38.46

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 60,000 0.09 60,000 0.09 0 0.00

- 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.00 130,000 0.19 △ 130,000 皆減

9 環 境 性 能 割 交 付 金 100,000 0.16 50,000 0.08 50,000 100.00

10 地 方 特 例 交 付 金 160,000 0.25 315,728 0.47 △ 155,728 △ 49.32

11 地 方 交 付 税 4,200,000 6.56 4,200,000 6.32 0 0.00

12 交通安全対策特別交付金 30,000 0.05 32,000 0.05 △ 2,000 △ 6.25

13 分 担 金 及 び 負 担 金 342,797 0.54 570,491 0.86 △ 227,694 △ 39.91

14 使 用 料 及 び 手 数 料 813,352 1.27 826,240 1.24 △ 12,888 △ 1.56

15 国 庫 支 出 金 10,474,966 16.37 10,183,535 15.31 291,431 2.86

16 県 支 出 金 4,886,952 7.64 4,713,275 7.09 173,677 3.68

17 財 産 収 入 83,379 0.13 114,432 0.17 △ 31,053 △ 27.14

18 寄 附 金 1 0.00 1 0.00 0 0.00

19 繰 入 金 1,974,689 3.09 3,969,194 5.97 △ 1,994,505 △ 50.25

20 繰 越 金 1,000,000 1.56 1,000,000 1.50 0 0.00

21 諸 収 入 2,751,975 4.30 3,598,062 5.41 △ 846,087 △ 23.52

22 市 債 2,542,700 3.97 2,798,700 4.21 △ 256,000 △ 9.15
64,000,000 100.00 66,500,000 100.00 △ 2,500,000 △ 3.76

　（単位：千円、％）

区            分
本 年 度 予 算 額 前 年 度 ( 当初 )予 算額 比 較

歳 入 合 計

市税

45.50%

国庫支出金

16.37%

県支出金

7.64%

地方消費税交付金

7.03%

地方交付税

6.56%

諸収入

4.30%

市債

3.97%

繰入金

3.09%

繰越金

1.56%

使用料及び手数料

1.27%

地方譲与税

0.88%

分担金及び負担金

0.54%
その他

1.29%
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　（2）歳  出

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

１ 議 会 費 453,550 0.71 455,679 0.69 △ 2,129 △ 0.47

２ 総 務 費 5,947,123 9.29 9,112,672 13.70 △ 3,165,549 △ 34.74

３ 民 生 費 28,515,741 44.56 27,778,330 41.77 737,411 2.65

４ 衛 生 費 5,249,427 8.20 4,916,367 7.39 333,060 6.77

５ 労 働 費 393,322 0.61 389,397 0.59 3,925 1.01

６ 農 林 水 産 業 費 1,149,329 1.80 1,203,760 1.81 △ 54,431 △ 4.52

７ 商 工 費 2,162,946 3.38 3,010,818 4.53 △ 847,872 △ 28.16

８ 土 木 費 7,175,889 11.21 6,854,622 10.31 321,267 4.69

９ 消 防 費 2,904,626 4.54 2,528,093 3.80 376,533 14.89

10 教 育 費 5,620,085 8.78 5,799,650 8.72 △ 179,565 △ 3.10

11 公 債 費 4,327,962 6.76 4,350,612 6.54 △ 22,650 △ 0.52

12 予 備 費 100,000 0.16 100,000 0.15 0 0.00

64,000,000 100.00 66,500,000 100.00 △ 2,500,000 △ 3.76

　（単位：千円、％）

区            分
本 年 度 予 算 額 前年度(当初)予算額 比 較

歳 出 合 計

民 生 費

44.56%

土 木 費

11.21%

総 務 費

9.29%

教 育 費

8.78%

衛 生 費

8.20%

公 債 費

6.76%

消 防 費

4.54%

商 工 費

3.38%

農林水産業費

1.80%
その他

1.48%
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４ 令和２年度当初予算の主要事業 
 

新は令和元年度当初予算と比べた新規事業（前年度の設計費は除く。） 

拡は令和２年度に施設の増設や対象範囲等を拡充した事業 

継は継続事業 

【  】内は担当課、事業説明の後の（ ）は事業費〔単位：千円〕 

 

              総合戦略                       

 

－ 結婚・出産・子育て支援 － 

 １ 新 学校給食費第三子以降無償化事業 【教育総務課】 

多子世帯の経済的負担の軽減のため、令和２年１０月から小・中学校及び県立特

別支援学校に通う第三子以降の児童生徒の給食費を無償化する。（10,253） 

２ 新 総合子育て支援施設整備基本計画策定事業     【こども課】 

子育て施設、保育所、保健施設など子育て世代を支援する「総合子育て支援施設」

の整備に向け基本計画を策定する。（19,000） 

３ 継 夏休み児童クラブ拡充事業 【保育課】 

長期休業期間である夏休みの保育ニーズに応えるため、利用希望の多い小学校に

おいて、期間を限定し放課後児童クラブを開設する。（2,772） 

 

－ 転入・定住促進 － 

４ 新  スマートシティ推進事業      【企画課】 

「多核連携型コンパクト＆ネットワークシティ」の形成に向け、公・民・学が連

携し、先進的技術やそれぞれが保有するデータの活用等により地域課題の解決を図

り、持続可能な都市を目指す「スマートシティ」を推進する。（9,046） 

５ 新  スクマム！クマガヤ推進事業 

【ラグビーワールドカップ２０１９推進室】 

「スクマム！クマガヤ」のスローガンの下、官民が一体となってラグビーを通じ

た取組を展開し、まちの活性化と、ラグビータウンとしての魅力あるまちづくりを

推進する。（15,380） 

６ 拡 スポーツコミッション事業         【スポーツ観光課】 

スポーツと観光の融合によるスポーツツーリズムを推進するため、スポーツの主

催者や来訪者のニーズに対し柔軟に対応できるワンストップサービス窓口となるス

ポーツコミッションを設立し、新たに市内で開催する大規模スポーツ大会に対する

助成制度を創設し誘致の促進を図るなど、交流人口の拡大、地域経済の活性化を図

る。（4,073） 
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７ 継 奨学金利子支援事業               【教育総務課】 

大学等卒業後、就労しながら奨学金を返済する市内在住者に対し、利子相当額（上

限３万円）を補助することにより、若年層の経済的な負担を軽減するとともに、定

住・転入を促進する。（1,960） 

８ 継 三世代ふれあい家族住宅取得等応援事業   【長寿いきがい課】 

親世帯と子世帯がお互いに支援し合うことにより、高齢者の孤立防止や子育て応

援等を図るため、親世帯と同居・近居のため市内に住宅を新築、購入又は増改築し

た方に対し、要した費用の一部を補助する。（50,020） 

 

－ 就業機会を増やす － 

９ 継 企業誘致推進事業              【商工業振興課】 

産業の振興及び就労機会の拡大並びに自主財源の確保を図るため、市外企業の誘

致や既存企業の事業拡大の支援として奨励金の交付等を行う。（562,901） 

１０ 継 空き店舗活用支援事業            【商工業振興課】 

地域商業の活性化と市民の暮らしやすさの向上を図るため、市内の空き店舗を利

用して開業する事業者に対し、開業費用の一部を補助する。（4,211） 

 

            暑さ対策事業                              

 

１１ 新  ＰＲ車両整備事業 【庶務課】 

暑さ対策をＰＲするデザインの公用車を導入し、暑さ対策の啓発を行うとともに、

タープテントや熱中症対応キット等を常時積載し、各種イベントの際に移動休息所

として活用し熱中症の予防を行う。（3,160） 

１２ 新  熱中症に備えるガイドブック発行事業     【健康づくり課】 

市民一人一人が熱中症に対する知識を持ち、熱中症に対する事前の備えができる

よう、熱中症の知識、予防法、応急処置等を記載した熱中症ガイドブックを発行し

全戸配布する。（2,500） 

１３ 新  外付け日よけアシスト事業           【環境政策課】 

夏の室温上昇を抑制し、室内における熱中症を予防するため、住居に外付けのサ

ンシェードやブラインドを設置する費用の一部を補助する。（2,000） 

１４ 新  遊具で遊べるんるん事業           【公園緑地課】 

夏場に公園を利用する子供の安全性向上のため、公園の遊具を熱交換塗料で塗り

替え、遊具の高温化を抑制し火傷のリスクを下げる。令和２年度は、新堀第４公園

において実証実験を行う。（525） 
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            市民協働事業                       

『市民協働「熊谷の力」事業』とは、地域住民（市民活動団体）と行政（市）が協働

で事業を実施し、新たな発想や手法によって、地域の課題を解決していく事業です。 

 

１５ 新  身体障害児の生活調査等事業 【障害福祉課】 

身体障害児（肢体不自由児）の成長に伴うケアの課題を明らかにするためのニー

ズ調査を行うとともに、市民や関係機関と連携し、当事者家族による生活実態の発

信と課題共有の機会を創出するため、シンポジウムを開催する。（420） 

１６ 新  くまっしぇ育自サイト開設事業 【こども課】 

子育てに関する悩み相談や地域の子育て関連情報サイトを開設し、親自身が育ち

ながら楽しんで子育てをすることができる環境を整えるとともに、地域子育て支援

拠点の利用促進を図る。（1,400） 

 

           防災対策・安全対策                     

  

１７ 新  ＦＭクマガヤ防災活用事業        【危機管理課】 

防災情報を市民に確実に提供するため、ＦＭクマガヤの放送用アンテナ及び送信

システムの市役所本庁舎への設置費用の一部を補助するとともに、災害時における

避難者の情報収集手段となるラジオを各避難所に配備する。（2,720） 

１８ 拡 防災のまちづくり事業            【危機管理課】 

災害への対策強化を図るため、災害用資機材及び備蓄品の拡充・強化並びに自主

防災組織の育成支援を行うとともに、１０００年に一度の大規模災害を想定した新

たな防災ハザードマップの作成を行う。（163,583） 

１９ 拡  空き家等対策事業       【安心安全課】 

地域の防犯や居住環境の整備・改善を図るため、特定空家等に対する代執行等の

措置を行うほか、所有者等に対し、空き家の除却に要する費用の一部を補助する。

（15,687） 

２０ 継 安全なまち推進事業               【安心安全課】 

安心安全なまちづくりを推進するため、市内に防犯カメラ２０基を設置する。ま

た、各自治会が地域の防犯灯をＬＥＤ化する費用や防犯カメラを設置する費用の一

部を補助する。（85,348） 

２１ 継  都市公園複合遊具更新事業        【公園緑地課】 

安全で親しみのある都市公園の利用を図るため、大型遊具を計画的に複合遊具に

更新する。令和２年度は、熊谷さくら運動公園に複合遊具を設置する。（27,000） 
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             環境対策                          

 

２２ 新  クビアカツヤカミキリ被害拡大防止事業 【環境政策課】 

特定外来生物クビアカツヤカミキリが桜や桃等の樹木に寄生し、枯死させる被害

の拡大防止を図るため、被害木の伐採費用の一部を補助する。（1,000） 

２３ 継  太陽光発電等普及推進事業 【環境政策課】 

地球温暖化対策のため、市内の住宅等に太陽光発電システムや地中熱利用システ

ムを設置するための費用の一部を補助する。（28,227） 

 

           道路対策、交通対策                     

 

２４ 新 市役所通線道路改良事業               【道路課】 

交通渋滞の解消及び安全を図るため、市役所通線と国道１７号の交差点北側の右

折レーンについて、拡幅工事を行う。（9,900） 

２５ 拡 東武熊谷線跡地道路改良事業             【道路課】 

大幡中学校北側道路から県道太田熊谷線までの未整備区間約２，６４０ｍを整備

する。令和２年度は、約１，３００ｍの道路整備を行う。（146,000） 

２６ 拡 籠原駅南口線道路改良事業             【道路課】 

籠原駅南口から県道深谷東松山線までの未整備区間約８２０ｍを整備する。令和

２年度は、用地買収、物件補償及び道路整備を行う。（202,925） 

２７ 継 生活道路及び排水路の整備の推進   【道路課、維持課、河川課】 

生活道路の側溝整備や舗装新設・補修、排水路の整備・修繕等、自治会等から要

望の多い生活環境の改善を引き続き進める。（道路整備事業：384,824、道路維持経

費：466,962、排水路等維持管理経費：118,672 計 970,458） 

 

             教育・文化                          

 

２８ 拡 小中学校学力向上補助員の配置          【学校教育課】 

児童・生徒一人一人に対するきめ細かな指導を通して学力の向上を図るため、全

小・中学校に学力向上補助員を配置する。令和２年度は、１０名増員する。（86,320） 

２９ 拡 小中学校ＩＣＴ環境整備事業          【学校教育課】 

児童・生徒の情報活用能力の育成と教職員の指導力向上・負担軽減を図るため、

小学４・５年生や中学１～３年生の普通教室等に電子黒板や実物投影機等を導入す

る。（43,756） 
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３０ 継 小学校・中学校校舎大規模改造事業     【教育総務課】 

児童・生徒の教育環境の向上を図るため、老朽化した校舎の外壁改修、屋上防水

工事等を計画的に実施する。令和２年度は、熊谷東中学校を当初予算に計上、また、

熊谷西小学校、籠原小学校及び三尻中学校について、令和元年度３月補正予算に計

上し、令和２年度へ繰り越して実施する。（小学校：548,200、中学校：451,000） 

３１ 継 小学校・中学校トイレ整備事業          【教育総務課】 

児童・生徒の教育環境の向上を図るため、トイレの洋式化等の改修工事を計画的

に実施する。令和２年度は、玉井小学校、妻沼小学校、江南南小学校、吉岡中学校

及び妻沼西中学校について、令和元年度３月補正予算に計上し、令和２年度へ繰り

越して実施する。（小学校：484,000、中学校：329,700） 

 

          商工業・農業振興                          

 

３２ 新  ＮＥＸＴ商店街くまがや事業              【商工業振興課】 

中心市街地の商店街の活性化及び賑わいの創出のため、空き店舗等の活用やイベ

ントの開催の支援を行う。（6,386） 

３３ 継  住宅リフォーム資金補助事業        【商工業振興課】 

市内の住宅環境の向上と地域経済の活性化のため、市内の施工業者が行う住宅リ

フォーム工事の経費の一部を補助する。（22,000） 

３４ 継 農地利用最適化推進事業         【農業委員会事務局】 

農業者の高齢化や後継者不足等により年々増加している荒廃農地を復元し、担い

手農家への貸付けを促進するため、ＪＡくまがや、農業委員及び農地利用最適化推

進委員と連携し、荒廃農地を除草する費用等の一部を補助する。（6,400） 

 

           スポーツ・観光・交流                      

 

３５ 新  東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業 

                           【スポーツ観光課】 

東京２０２０オリンピックの聖火リレーや聖火到着のセレブレーションセレモニ

ーを行い、オリンピック・パラリンピックに向けた更なる機運の醸成を図るととも

に、本市の魅力を広く発信する。（26,285） 

３６ 拡  熊谷運動公園管理運営経費            【公園緑地課】 

利用者の利便性の向上を図るため、テニスコートのＣコートを人工芝化、バリアフ

リーに配慮したトイレへの建替及び屋内プールの中央監視盤 装置を更新する。

（389,559 のうち 190,000） 
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        効率的でわかりやすい行政の推進                      

 

３７ 拡  総合交通体系整備促進事業              【企画課】 

市内のバス輸送交通の利便性の向上を図るため、新たにゆうゆうバス「くまぴあ

号」の運行を開始するほか、７０歳以上の運転免許証返納者に対し、路線バス定期

券の購入費用の一部を補助する。（126,554） 

３８ 拡 庁舎Ｗｉ－Ｆｉ環境整備事業           【情報政策課】 

市役所本庁舎事務棟及び議会棟並びに各行政センターにＷｉ－Ｆｉを整備し、タ

ブレット端末等を活用した行政サービスを提供するとともに、災害発生時には、回

線の一部を市民に開放し、災害情報の収集手段として活用する。（5,394） 

３９ 拡  市民課総合窓口の業務委託化             【市民課】 

市民課総合窓口における案内業務に加え、令和３年１月から証明書発行の窓口業

務を委託化する。（31,500） 

 


